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特定の分野に係る育成就労制度運用要領 

-資源循環分野の基準について- 

令和８年１０月 

法務省・厚生労働省・環境省編 

（制定履歴） 

令和８年１０月９日公表 

 

○ 法務大臣及び厚生労働大臣は、外国人の育成就労の適正な実施及び育成就労外国

人の保護に関する法律（平成２８年法律第８９号。以下「法」という。）第７条の２第１項に

基づき、育成就労の適正な実施及び育成就労外国人の保護を図るため、「特定技能の

在留資格に係る制度の運用に関する基本方針及び育成就労の適正な実施及び育成

就労外国人の保護に関する基本方針について」（令和７年３月１１日閣議決定。以下

「基本方針」という。）にのっとり、分野を所管する行政機関の長等と共同して、分野ごとに

育成就労に係る制度（以下「育成就労制度」という。）の運用に関する重要事項等を定

めた育成就労に係る制度上の運用に関する方針を定めなければならないとされ、資源

循環分野についても「資源循環分野における特定技能の在留資格に係る制度の運用に

関する方針及び育成就労に係る制度の運用に関する方針」（令和８年１月２３日閣議決

定。以下「分野別運用方針」という。）が定められました。 

 

○ 法及び外国人の育成就労の適正な実施及び育成就労外国人の保護に関する法律施

行規則（令和７年法務省・厚生労働省令第４号。以下「規則」という。）においては、各分

野を所管する関係行政機関の長が、法務大臣及び厚生労働大臣と協議の上、当該分

野に特有の事情に鑑みて告示で基準を定めることが可能となっているところ、資源循環

分野についても、外国人の育成就労の適正な実施及び育成就労外国人の保護に関す

る法律施行規則の規定に基づき資源循環分野に特有の事情に鑑みて告示で定める基

準等（令和８年環境省告示第３７号。以下「告示」という。）において、資源循環分野固

有の基準が定められています。 

 

○ 本要領は、告示の基準等の詳細についての留意事項等を定めることにより、資源循環

分野における育成就労制度の適正な運用を図ることを目的としています。 
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第１ 育成就労外国人が従事する業務 

 

【関係規定】 

出入国管理及び難民認定法（昭和二十六年政令第三百十九号）別表第一 

二 

（育成就労） 

育成就労法第十一条第一項に規定する認定育成就労計画に基づいて、講習を受け、及び育成

就労法第二条第二号に規定する育成就労産業分野に属する技能を要する業務に従事する活

動 

法 

（認定の基準） 

第９条 出入国在留管理庁長官及び厚生労働大臣は、第八条第一項の認定の申請があった場

合（同項の認定を受けようとする育成就労計画が労働者派遣等監理型育成就労を行わせるも

のである場合を除く。）において、その育成就労計画が次の各号のいずれにも適合するものであ

ると認めるときは、その認定をするものとする。 

 一 （略） 

 二 従事させる業務、当該業務において要する技能、日本語の能力その他の育成就労の目標

及び内容として定める事項が、育成就労の区分に応じて主務省令で定める基準に適合して

いること。 

 三～十一 （略） 

規則 

（育成就労の目標及び内容の基準） 

第１３条 （略） 

２ 法第九条第一項第二号の主務省令で定める基準のうち育成就労の内容に係るものは、次の

とおりとする。 

一 従事させる業務において要する技能が次のいずれにも該当するものであること。 

イ 業務区分（従事させる業務において要する技能の属する育成就労産業分野に係る分野

別運用方針に規定する業務区分をいう。）に属するものであること。 

ロ 同一の作業の反復のみによって修得することができるものではないこと。 

二～九 （略） 

基本方針（抜粋） 

第三 特定産業分野及び育成就労産業分野において求められる人材に関する基本的な事項 

３ 育成就労外国人  

（２）育成就労外国人に対しては、育成就労を終了するまでに、育成就労産業分野に属する相

当程度の知識又は経験を必要とする技能を修得していることが求められる。 

当該技能の修得に向けては、育成就労分野別運用方針において定める当該育成就労
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産業分野の業務区分の中で主たる技能を定めて計画的な育成・評価が行われる必要があ

る。  

当該技能水準は、育成就労分野別運用方針において定める当該育成就労産業分野の

業務区分ごとに、育成就労の開始後１年経過時までに技能検定（職業能力開発促進法（昭

和４４年法律第６４号）第４４条第１項の「技能検定」をいう。以下同じ。）基礎級又は相当す

る育成就労評価試験（育成就労法第８条第３項第６号の「育成就労評価試験」をいう。以

下同じ。）により、育成就労を終了するまでに技能検定３級等又は特定技能評価試験により

確認する。 

第四 特定技能所属機関に係る施策並びに育成就労の適正な実施及び育成就労外国人の保

護を図るための施策に関する基本的な事項 

２ 育成就労の適正な実施及び育成就労外国人の保護を図るための施策に関する基本的事

項  

（１）育成就労実施者の責務 

育成就労実施者は、育成就労の適正な実施及び育成就労外国人の保護について育成

就労を行わせる者としての責任を自覚し、育成就労法第３条に定める育成就労制度の基本

理念にのっとり、適正な労働条件の下で育成就労が実施され、育成就労外国人の人権が

保護されるよう、育成就労を行わせる環境の整備に努めるとともに、国及び地方公共団体

が講ずる施策に協力する責務がある。  

ア 育成就労計画の策定 

育成就労制度においては、育成就労産業分野に属する相当程度の知識又は経験を

必要とする技能及び日本語能力の修得が効果的に行われるよう、育成就労分野別運用

方針において定める育成就労産業分野の業務区分の中で主たる技能を定めることを始

めとして計画的な育成・評価を行う必要がある。 

育成就労計画は、当該育成・評価及びキャリア形成の要であることから、その策定に

当たっては、講習の内容、従事させる業務の内容、時間、指導体制等についての検討を

行い、育成就労の目標を確実に達成することのできる計画を策定するものとする。  

育成就労実施者には認定を受けた育成就労計画に定める育成就労期間の終期まで

育成就労を行わせる義務があり、監理型育成就労（育成就労法第２条第３号に規定す

る「監理型育成就労」をいう。以下同じ。）における監理支援機関（育成就労法第２条第１

１号に規定する「監理支援機関」をいう。以下同じ。）には当該義務が適切に履行される

よう監理支援を行う義務がある。したがって、育成就労実施者や監理支援機関の一方的

な都合により、育成就労外国人が育成就労期間の途中でその意に反して帰国させられ

ることはあってはならない。  

イ 目標として定めた試験の適正な受験等 

育成就労の開始後１年が経過する時まで及び育成就労を終了する時までに育成就

労外国人に必要な技能及び日本語能力の試験を受けさせることは育成就労実施者の
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義務であり、これを通じ育成就労外国人が修得した技能及び日本語能力の評価を行うと

ともに、指導内容、方法、体制等に改善すべき点がないか点検すべきである。試験費用

については育成就労実施者又は監理支援機関が負担する必要があるほか、育成就労

実施者は、受け入れている育成就労外国人に確実に試験を受けさせる観点から、試験

の実施者から求めがあった場合には、必要な協力をしていくことが望ましい。 

なお、育成就労外国人が限られた育成就労期間の中で、効率的・効果的に技能を修

得できるようにするため、育成就労実施者は、育成就労外国人を指導する立場にある育

成就労指導員や育成就労計画の策定に携わる者の職業能力の更なる向上を図るべく、

これらの者について技能検定その他の試験の受験等を積極的に推奨していくことが望ま

しい。  

分野別運用方針（抜粋） 

第三 育成就労制度に関する事項 

２ 育成就労外国人の育成に関する事項 

資源循環分野の廃棄物処分業（中間処理）の業務区分においては、主たる技能として廃

棄物処分業（中間処理）を設定する。 

その上で、育成就労計画に沿って、３年間の育成就労期間を通じて当該主たる技能を修

得するために必要な業務に一定時間計画的に従事させることにより、当該業務と関連する

業務区分の範囲内の業務を経験させることとあいまって、資源循環分野に属する相当程度

の知識又は経験を必要とする技能を有する人材を育成する。 

４ その他育成就労制度の運用に関する重要事項 

（１）業務区分及び育成就労外国人が従事する業務 

資源循環分野において設定する業務区分及び従事する業務は、特定技能制度と同一と

する（第二２（１）参照）。 

 

【主たる技能及び必須業務】 

○ 資源循環分野の育成就労外国人が従事する業務区分において設定する主たる技

能、必須業務等については、別紙の育成就労計画審査基準を参照してください。 

 

【業務区分及び育成就労外国人が従事する業務】 

○ 資源循環分野において設定する業務区分及び育成就労外国人が従事する業務は、

本要領別表の業務区分（従事する業務）の欄に記載のとおりです。 

 

○ 資源循環分野における廃棄物処分業（中間処理）の業務区分は一般廃棄物処分・

産業廃棄物処分のどちらの業務も対象としています。 

   

【相談窓口】 
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○ 育成就労外国人を受け入れようとする場合に当該育成就労外国人に従事させようと

する業務が資源循環分野に該当するか否か不明な場合の問合せ先は次のとおりです。 

  資源循環分野 特定技能・育成就労協議会 

  電話：044-578-1920 

 

【確認対象の書類】 

・ 育成就労計画認定申請書（省令様式第１号、第２号、第３号（１）又は第３号（２）） 
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第２ 育成就労外国人に求められる技能水準等 

 

【関係規定】 

法 

（認定の基準） 

第９条 出入国在留管理庁長官及び厚生労働大臣は、第八条第一項の認定の申請があった場

合（同項の認定を受けようとする育成就労計画が労働者派遣等監理型育成就労を行わせるも

のである場合を除く。）において、その育成就労計画が次の各号のいずれにも適合するものであ

ると認めるときは、その認定をするものとする。 

 一 （略） 

 二 従事させる業務、当該業務において要する技能、日本語の能力その他の育成就労の目標

及び内容として定める事項が、育成就労の区分に応じて主務省令で定める基準に適合して

いること。 

 三 （略） 

 四 育成就労を終了するまでに、育成就労外国人が修得した技能及び育成就労外国人の日

本語の能力の評価を主務省令で定める時期に主務省令で定める方法により行うこと。 

 五～十一 （略） 

２ （略） 

規則 

（育成就労評価試験） 

第６条 法第八条第三項第六号の主務省令で指定する試験は、個別育成就労産業分野ごと

に、それぞれ当該個別育成就労産業分野に係る分野別運用方針（法第七条の二第一項に規

定する分野別運用方針をいう。以下同じ。）で定める試験とする。 

（育成就労の目標及び内容の基準） 

第１３条 法第九条第一項第二号（法第十一条第二項において準用する場合を含む。次項にお

いて同じ。）の主務省令で定める基準のうち育成就労の目標に係るものは、次の各号に掲げる

育成就労の目標の区分に応じ、当該各号に定める事項が定められていることとする。 

一 育成就労外国人に修得させる技能に係る育成就労の目標 修得させる技能に係る三級

の技能検定又はこれに相当する育成就労評価試験に合格すること。 

二 育成就労外国人の日本語の能力に係る育成就労の目標 本邦での生活に必要な日本語

能力及び従事させる業務に必要な日本語能力を有していることが試験その他の評価方法に

より証明されること。 

２ 法第九条第一項第二号の主務省令で定める基準のうち育成就労の内容に係るものは、次の

とおりとする。 

一～六 （略） 

七 イ～ホ （略） 
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へ 育成就労外国人が本邦での生活に必要な日本語能力及び従事させる業務に必要な

日本語能力を一定程度修得するために認定日本語教育機関（日本語教育の適正かつ

確実な実施を図るための日本語教育機関の認定等に関する法律（令和五年法律第四

十一号）第三条第一項に規定する認定日本語教育機関をいう。以下このヘ及び次号に

おいて同じ。）に置かれた就労のための課程（認定日本語教育機関認定基準（令和五年

文部科学省令第四十号）第二条第二項に規定する就労のための課程をいう。以下この

ヘ及び次号において同じ。）において履修する授業科目の授業時間数（育成就労外国人

が過去六月以内に、本邦外において、本邦での生活に必要な日本語能力及び従事させ

る業務に必要な日本語能力を一定程度修得するために認定日本語教育機関に置かれ

た就労のための課程において履修した授業科目の授業時間数を含む。）が百時間以上

であること。ただし、試験その他の評価方法により本邦での生活に必要な日本語能力及

び従事させる業務に必要な日本語能力を一定程度有していることが証明されている場合

は、この限りでない。 

ト （略） 

八 育成就労外国人の日本語の能力に係る育成就労の目標を達成するために認定日本語教

育機関に置かれた就労のための課程において百時間以上の授業時間数（育成就労外国人

が、入国後講習において、又は過去六月以内に、本邦外において、育成就労外国人の日

本語の能力に係る育成就労の目標を達成するために認定日本語教育機関に置かれた就

労のための課程において履修した授業科目の授業時間数を含む。）の授業科目を履修する

ことができるよう必要な措置を講じていること。ただし、当該目標が達成されている場合は、こ

の限りでない。 

九 前各号に掲げるもののほか、申請者の行わせる育成就労が育成就労産業分野のうち法務

大臣及び厚生労働大臣が告示で定める特定の分野に係るものである場合にあっては、当該

特定の分野を所管する関係行政機関の長が、法務大臣及び厚生労働大臣と協議の上、当

該特定の分野に特有の事情に鑑みて告示で定める基準に適合すること。 

（主務省令で定める評価） 

第１４条 法第九条第一項第四号（法第十一条第二項において準用する場合を含む。以下この

条及び次条第一項第一号ロにおいて同じ。）の主務省令で定める時期は、次の各号に掲げる

時期とし、法第九条第一項第四号の主務省令で定める方法は、当該各号に掲げる時期の区

分に応じ、当該各号に定める方法とする。 

一 育成就労の対象となっていた期間（法第九条の三ただし書に該当するものとして法第八条

の六第一項の認定を受けた育成就労計画に基づく育成就労の対象となっている育成就労

外国人にあっては、当該認定の後に育成就労の対象となっていた期間）の合計が一年に達

するまで 次に掲げる方法 

イ 育成就労外国人に修得させる技能に係る育成就労の目標に係る基礎級の技能検定又

はこれに相当する育成就労評価試験による方法 
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ロ 本邦での生活に必要な日本語能力及び従事させる業務に必要な日本語能力を一定程

度有していることを証明する試験その他の評価方法による方法 

二 育成就労の終了日まで 次に掲げる方法 

イ 育成就労外国人に修得させる技能に係る育成就労の目標に係る三級の技能検定又は

これに相当する育成就労評価試験による方法 

ロ 本邦での生活に必要な日本語能力及び従事させる業務に必要な日本語能力を有して

いることを証明する試験その他の評価方法による方法 

２ （略） 

（法第九条の二第四号イの主務省令で定める期間） 

第２６条 法第九条の二第四号イ（法第十一条第二項において準用する場合を含む。）の主務省

令で定める期間は、個別育成就労産業分野ごとに、一年以上二年以下の範囲内でそれぞれ

当該個別育成就労産業分野に係る分野別運用方針で定める期間（当該期間が一年を超える

場合において、育成就労実施者の変更を制限する期間を一年とする旨を育成就労計画で定

めているときは、一年）とする。 

（法第九条の二第四号ロの主務省令で定める基準） 

第２７条 法第九条の二第四号ロ（法第十一条第二項において準用する場合を含む。）の主務省

令で定める基準は、次のとおりとする。 

一 一定の水準の技能を修得していること、一定の水準の日本語能力を有することその他の個

別育成就労産業分野ごとにそれぞれ当該個別育成就労産業分野に係る分野別運用方針

で定める要件を満たす者であること。 

二 （略） 

基本方針（抜粋） 

第三 特定産業分野及び育成就労産業分野において求められる人材に関する基本的な事項 

３ 育成就労外国人  

（２）育成就労外国人に対しては、育成就労を終了するまでに、育成就労産業分野に属する相

当程度の知識又は経験を必要とする技能を修得していることが求められる。  

当該技能の修得に向けては、育成就労分野別運用方針において定める当該育成就労

産業分野の業務区分の中で主たる技能を定めて計画的な育成・評価が行われる必要があ

る。  

当該技能水準は、育成就労分野別運用方針において定める当該育成就労産業分野の

業務区分ごとに、育成就労の開始後１年経過時までに技能検定（職業能力開発促進法（昭

和４４年法律第６４号）第４４条第１項の「技能検定」をいう。以下同じ。）基礎級又は相当す

る育成就労評価試験（育成就労法第８条第３項第６号の「育成就労評価試験」をいう。以

下同じ。）により、育成就労を終了するまでに技能検定３級等又は特定技能評価試験により

確認する。 

（３）育成就労外国人に対しては、就労を開始する前までに、日本語教育の参照枠Ａ１相当以
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上を基本としつつ、育成就労産業分野ごとに業務上必要な水準を満たす日本語能力が求

められる。 

当該日本語能力水準に関しては、育成就労分野別運用方針において定める当該育成

就労産業分野の業務区分に対応する日本語能力の試験に合格すること又は相当する日

本語講習を認定日本語教育機関（日本語教育の適正かつ確実な実施を図るための日本

語教育機関の認定等に関する法律（令和５年法律第４１号）第３条第１項の「認定日本語教

育機関」をいう。）による就労のための課程の講習（認定日本語教育機関認定基準（令和５

年文部科学省令第４０号）第２３条に基づく「特別の日本語教育課程」を含む。）等において

受講することが求められる。就労開始前までに当該試験に合格していない育成就労外国人

については、育成就労の開始から１年経過時までに当該試験に合格することが求められる。 

また、育成就労外国人に対しては、育成就労を終了するまでに、日本語教育の参照枠Ａ

２相当以上を基本としつつ、育成就労産業分野ごとに業務上必要な水準を満たす日本語

能力が求められる。育成就労外国人は、育成就労分野別運用方針において定める当該育

成就労産業分野の業務区分に対応する日本語教育の参照枠Ａ２相当以上の日本語能力

の試験に合格することを目標として育成就労に従事し、当該日本語能力の修得に努めなけ

ればならない。  

分野別運用方針（抜粋） 

第三 育成就労制度に関する事項 

１ 育成就労産業分野において求められる人材の基準に関する事項 

資源循環分野において育成就労の在留資格で受け入れる外国人は次の（１）に定める試

験に合格した者又は講習を受講した者とする。また、育成就労の開始後一定期間経過時ま

でに満たしていることが求められる水準は、次の（２）及び（３）にそれぞれ定める試験に合格

していることとする。 

（１）育成就労の就労を開始するまでに求められる日本語能力水準 

① 「日本語教育の参照枠」のＡ１相当以上の水準と認められるもの 

② 認定日本語教育機関（日本語教育の適正かつ確実な実施を図るための日本語教育機

関の認定等に関する法律（令和５年法律第４１号）第３条第１項の「認定日本語教育機

関」をいう。）等における当該水準に相当する日本語講習の受講 

（２）育成就労の開始後１年経過時までに満たしていることが求められる水準 

ア 技能水準 

資源循環分野育成就労評価試験（初級） 

イ 日本語能力水準 

上記１（１）①に掲げるもの 

（３）育成就労を終了するまでに求められる水準 

ア 技能水準 

資源循環分野特定技能 1 号評価試験 
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イ 日本語能力水準 

「日本語教育の参照枠」のＡ２．２相当以上の水準と認められるもの 

３ 育成就労産業分野における本人の意向による育成就労実施者の変更（転籍）に関する事

項 

（１）本人の意向による転籍に当たって必要となる技能水準及び日本語能力水準 

資源循環分野において育成就労外国人が本人の意向による転籍を行うに当たって必要

となる技能水準及び日本語能力水準は、次に定める試験にそれぞれ合格していることとす

る。 

ア 技能水準 

資源循環分野育成就労評価試験（初級） 

イ 日本語能力水準 

「日本語教育の参照枠」のＡ２．１相当以上の水準と認められるもの 

（２）転籍制限期間及びその理由 

転籍制限期間は２年とする。（以下、略） 

（３）１年を超える転籍制限期間を設定した転籍元の育成就労実施者において講じる待遇向上

策 

毎年、育成就労の協議会において、当該分野における育成就労実施者の賃上げ率（所

定内給与の定期昇給分及びベースアップ分。より高い昇給率となるよう育成就労外国人の

みの賃上げ率も考慮する。）を基準に、昇給率を設定・公表する。１年を超える転籍制限期

間を設定する育成就労実施者においては、在籍する育成就労外国人の所定内賃金を１年

目から２年目にかけて、当該昇給率によって昇給することとする。 

 

○ 育成就労外国人として資源循環分野の業務に従事する場合には、就労を開始する

までに、以下のいずれかの日本語能力水準を満たすことが求められます。 

・ 国際交流基金日本語基礎テスト（ＪＦＴ-Ｂａｓｉｃ）Ａ１相当以上又は日本語能力試験

（ＪＬＰＴ）Ｎ５以上の合格 

・ 認定日本語教育機関の「就労のための課程」等における当該水準に相当する日本

語講習１００時間以上の受講 

 

○ 資源循環分野において育成就労計画を作成する場合には、本要領別表に定める

「育成就労の終了日まで」に受験する技能試験及び日本語能力の試験の合格を目標

として定めます。また、同試験及び同表に定める「育成就労の対象となった期間の合計

が１年に達するまで」に受験する試験をそれぞれ受験させることが必要です。 

 

○ 主たる技能を「廃棄物処分業（中間処理）」とする育成就労外国人は、本要領別表

に定める「育成就労の終了日まで」に受験する技能試験である特定技能１号評価試験
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の受験要件として、育成就労の期間において、当該主たる技能に係る育成就労評価

試験初級に合格することが必要です。 

 

【確認対象の書類】 

・ 本要領別表の「日本語能力水準（技能を修得しようとする業務に従事するまで）」の欄に掲

げる試験の合格証明書の写し 

・ 育成就労計画認定申請書（省令様式第１号、第２号、第３号（１）又は第３号（２）） 

 

【本人意向の転籍が認められる育成就労外国人の技能水準等】 

○ 資源循環分野において、本人意向の転籍が認められるために必要な育成就労外国

人の技能水準及び日本語能力水準は、本要領別表（本人意向の転籍時）に定める技

能水準及び日本語能力水準となります。 

 

○ 資源循環分野における転籍制限期間は２年です。 

 

○ １年を超える転籍制限期間を設定する場合の待遇向上策として、法第５４条に基づ

き環境大臣が設置する資源循環分野に係る分野別協議会（以下「分野別協議会」と

いう。）において設定・公表する昇給率以上の昇給を行う必要があります。 

 

【確認対象の書類】 

＜本人意向の転籍時＞ 

・ 本要領別表「技能水準（本人意向の転籍時）」の欄に掲げる試験の合格証明書の写し 

・ 本要領別表「日本語能力水準（本人意向の転籍時）」の欄に掲げる試験の合格証明書の

写し 

・ 雇用契約書及び雇用条件書（参考様式第１－２号）の写し 
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第３ 上乗せ基準等 

 

【関係規定】 

法 

（認定の基準） 

第９条 出入国在留管理庁長官及び厚生労働大臣は、第八条第一項の認定の申請があった場

合（同項の認定を受けようとする育成就労計画が労働者派遣等監理型育成就労を行わせるも

のである場合を除く。）において、その育成就労計画が次の各号のいずれにも適合するものであ

ると認めるときは、その認定をするものとする。 

 一 （略） 

 二 従事させる業務、当該業務において要する技能、日本語の能力その他の育成就労の目標

及び内容として定める事項が、育成就労の区分に応じて主務省令で定める基準に適合して

いること。 

 三、四 （略） 

 五 育成就労を行わせる体制及び事業所の設備が主務省令で定める基準に適合していること。 

 六～十一 （略） 

規則 

（育成就労の目標及び内容の基準） 

第１３条 （略） 

２ 法第九条第一項第二号の主務省令で定める基準のうち育成就労の内容に係るものは、次の

とおりとする。 

 一～八 （略） 

 九 前各号に掲げるもののほか、申請者の行わせる育成就労が育成就労産業分野のうち法務

大臣及び厚生労働大臣が告示で定める特定の分野に係るものである場合にあっては、当該

特定の分野を所管する関係行政機関の長が、法務大臣及び厚生労働大臣と協議の上、当

該特定の分野に特有の事情に鑑みて告示で定める基準に適合すること。 

（育成就労を行わせる体制及び事業所の設備の基準） 

第１５条 法第九条第一項第五号（法第十一条第二項において準用する場合を含む。以下この

条において同じ。）の主務省令で定める基準のうち育成就労を行わせる体制に係るものは、次

のとおりとする。 

 一～十二 （略） 

 十三 前各号に掲げるもののほか、申請者の行わせる育成就労が育成就労産業分野のうち法

務大臣及び厚生労働大臣が告示で定める特定の分野に係るものである場合にあっては、当

該特定の分野を所管する関係行政機関の長が、法務大臣及び厚生労働大臣と協議の上、

当該特定の分野に特有の事情に鑑みて告示で定める基準に適合すること。 

２ （略） 
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告示 

（育成就労の内容の基準） 

第１条 資源循環分野に係る外国人の育成就労の適正な実施及び育成就労外国人の保護に関

する法律施行規則（以下「規則」という。）第十三条第二項第九号の告示で定める基準は、申

請者（規則第七条第二号に規定する申請者をいう。以下同じ。）が次のいずれにも該当する者

であることとする。 

一 資源循環分野に係る分野別協議会（外国人の育成就労の適正な実施及び育成就労外

国人の保護に関する法律（平成二十八年法律第八十九号）第五十四条第一項に規定す

る分野別協議会をいう。以下同じ。）による優良機関認証を受けた者であること。 

二 次のいずれかに該当する者であること。 

イ～レ（後述） 

（育成就労を行わせる体制の基準） 

第２条 資源循環分野に係る規則第十五条第一項第十三号の告示で定める基準は、申請者が

次のいずれにも該当することとする。 

一 資源循環分野に係る分野別協議会において協議が調った事項に関する措置を講ずること

としていること。 

二 資源循環分野に係る分野別協議会に対し、必要な協力を行うこととしていること。 

三 資源循環分野における育成就労外国人の受入れに関し、環境大臣又はその委託を受け

た者が行う調査、指導、情報の収集、意見の聴取その他業務に対して必要な協力を行うこ

ととしていること。 

基本方針（抜粋） 

第二 特定産業分野及び育成就労産業分野に関する基本的な事項等 

２ 育成就労産業分野及び労働者派遣等育成就労産業分野の選定に関する基本的な事項

並びに育成就労外国人の雇用形態 

（３）育成就労外国人の雇用形態 

育成就労外国人（育成就労法第２条第４号に規定する「育成就労外国人」をいう。以下

同じ。）の雇用形態については、原則として、フルタイムとした上で直接雇用とする。 

分野別運用方針（抜粋） 

第三 育成就労制度に関する事項 

４ その他育成就労制度の運用に関する重要事項 

（２）育成就労外国人の雇用形態 

直接雇用に限る。 

（３）育成就労産業分野に特有の事情に鑑みて講じる措置等 

 育成就労実施者に対して特に課す条件 

① 育成就労実施者が別添のいずれかに該当する者であること。 

② 育成就労の協議会において協議が調った事項に関する措置を講じること。 
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③ 育成就労の協議会が行う情報の提供、意見の聴取、調査その他の活動に対し、必

要な協力を行うこと。 

④ 環境省が行う調査、指導その他の活動に対し、必要な協力を行うこと。 

別添（第二２及び第三４関係） 

１ 廃棄物の処理及び清掃に関する法律（昭和４５年法律第１３７号。以下「廃棄物処理法」と

いう。）第７条第１２項に規定する一般廃棄物処分業者（廃棄物処理法第７条第６項ただし

書の廃棄物の処理及び清掃に関する法律施行規則（昭和４６年９月２３日厚生省令第３５

号）第２条の３第１号及び第２号で定める者を含む。）、廃棄物処理法第１４条第１２項に規

定する産業廃棄物処分業者又は廃棄物処理法第１４条の４第１２項に規定する特別管理

産業廃棄物処分業者であって、廃棄物の処理及び清掃に関する法律施行令（昭和４６年政

令第３００号）第６条の１１第２号又は第６条の１４第２号に掲げる者又はこれに相当する者 

２ 廃棄物処理法第９条の８第１項又は第１５条の４の２第１項に規定する再生利用認定業者 

３ 廃棄物処理法第９条の９第１項又は第１５条の４の３第１項に規定する広域的処理認定業

者又はその委託を受けて当該認定に係る処理（一般廃棄物又は産業廃棄物の処分に該当

するものに限る。）を業として実施する者（廃棄物処理法第９条の９第２項第２号又は第１５

条の４の３第２項第２号に規定する者である者に限る。） 

４ 廃棄物処理法第９条の１０第１項又は第１５条の４の４第１項に規定する無害化処理認定

業者 

５ 容器包装に係る分別収集及び再商品化の促進等に関する法律（平成７年法律第１１２号）

第１６条第１項に規定する認定特定事業者、同法第２１条第１項に規定する指定法人（以下

８において「指定法人」という。）又はこれらの者の委託を受けて分別基準適合物の再商品化

に必要な行為（一般廃棄物の再生に該当するものに限る。）を業として実施する者（当該認

定特定事業者から委託を受ける者にあっては、同法第１５条第２項第６号に規定する者であ

る者に限る。） 

６ 特定家庭用機器再商品化法（平成１０年法律第９７号）第２３条第１項の認定を受けた製

造業者等、同法第３２条に規定する指定法人又はこれらの者の委託を受けて特定家庭用

機器廃棄物の再商品化等に必要な行為（一般廃棄物又は産業廃棄物の処分に該当する

ものに限る。）を業として実施する者（当該認定を受けた製造業者等から委託を受ける者に

あっては、同法第２３条第２項第２号に規定する者である者に限る。） 

７ 使用済小型電子機器等の再資源化の促進に関する法律（平成２４年法律第５７号）第１１

条第１項に規定する認定事業者又はその委託を受けて使用済小型電子機器等の再資源

化に必要な行為（一般廃棄物又は産業廃棄物の処分に該当するものに限る。）を業として

実施する者（同法第１１条第４項第１号に規定する認定計画に記載された同法第１０条第２

項第６号に規定する者に限る。） 

８ プラスチックに係る資源循環の促進等に関する法律（令和３年法律第６０号。以下「プラス

チック資源循環促進法」という。）第３２条の規定により市町村の委託を受けて分別収集物の
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再商品化に必要な行為（一般廃棄物又は産業廃棄物の処分に該当するものに限る。）を実

施する指定法人又はその再委託を受けて分別収集物の再商品化に必要な行為を業として

実施する者 

９ プラスチック資源循環促進法第３４条第４項第１号の認定に係る再商品化計画（以下「認

定再商品化計画」という。）に従って分別収集物の再商品化に必要な行為を業として実施す

る者（認定再商品化計画に記載された第３３条第２項第６号に規定する者に限る。） 

10 プラスチック資源循環促進法第４０条第１項に規定する認定自主回収・再資源化事業者

又はその委託を受けて使用済プラスチック使用製品の再資源化に必要な行為（一般廃棄

物又は産業廃棄物の処分に該当するものに限る。）を業として実施する者（プラスチック資源

循環促進法第４０条第４項に規定する認定自主回収・再資源化事業計画に記載されたプラ

スチック資源循環促進法第３９条第２項第５号に規定する者に限る。） 

11 プラスチック資源循環促進法第４９条第１項に規定する認定再資源化事業者又はその委

託を受けてプラスチック使用製品産業廃棄物等の再資源化に必要な行為（産業廃棄物の

処分に該当するものに限る。）を業として実施する者（プラスチック資源循環促進法第４９条

第４項に規定する認定再資源化事業計画に記載されたプラスチック資源循環促進法第４８

条第２項第６号に規定する者に限る。） 

12 資源循環の促進のための再資源化事業等の高度化に関する法律（令和６年法律第４１

号）第１２条第１項に規定する認定高度再資源化事業者若しくはその委託を受けて再資源

化に必要な行為（一般廃棄物又は産業廃棄物の処分に該当するものに限る。）を業として

実施する者（同法第１２条第３項に規定する認定高度再資源化事業計画に記載された同法

第１１条第２項第６号に規定する者に限る。）又は同法第１７条第１項に規定する認定高度

分離・回収事業者 

 

１． 育成就労外国人の雇用形態 

○ 直接雇用に限られます。 

 

○ 資源循環分野は、労働者派遣等育成就労産業分野として定められていないため、

労働者派遣等の形態により育成就労外国人を就労させることはできません。 

 

２． 育成就労産業分野に特有の事情に鑑みて講じる措置等 

○ 育成就労の内容及び育成就労を行わせる体制の基準として、規則第１３条第２項

第９号及び第１５条第１項第１３号に基づき告示をもって定めたものです。 

 

（１）育成就労の内容の基準に関するもの 

告示 

（育成就労の内容の基準） 
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第１条 資源循環分野に係る外国人の育成就労の適正な実施及び育成就労外国人の保護に関

する法律施行規則（以下「規則」という。）第十三条第二項第九号の告示で定める基準は、申

請者（規則第七条第二号に規定する申請者をいう。以下同じ。）が次のいずれにも該当する者

であることとする。 

一  資源循環分野に係る分野別協議会（外国人の育成就労の適正な実施及び育成就労外

国人の保護に関する法律（平成二十八年法律第八十九号）第五十四条第一項に規定する

分野別協議会をいう。以下同じ。）による優良機関認証を受けた者であること。 

二 次のいずれかに該当する者であること。 

イ 廃棄物の処理及び清掃に関する法律（昭和四十五年法律第百三十七号。以下「廃棄

物処理法」という。）第七条第六項の許可を受けた者又は廃棄物の処理及び清掃に関す

る法律施行規則（昭和四十六年厚生省令第三十五号）第二条の三第一号若しくは第二

号に掲げる者 

ロ 廃棄物処理法第九条の八第一項又は第十五条の四の二第一項の認定を受けた者 

ハ 廃棄物処理法第九条の九第一項又は第十五条の四の三第一項の認定を受けた者（そ

の委託を受けて、当該認定に係る廃棄物の処分（再生することを含む。以下同じ。）を業

として行う者を含む。） 

ニ 廃棄物処理法第九条の十第一項又は第十五条の四の四第一項の認定を受けた者 

ホ 廃棄物処理法第十四条第六項の許可を受けた者 

ヘ 廃棄物処理法第十四条の四第六項の許可を受けた者 

ト 容器包装に係る分別収集及び再商品化の促進等に関する法律（平成七年法律第百十

二号。以下「容器包装再商品化法」という。）第十五条第一項の認定を受けた特定事業

者（容器包装再商品化法第十一条第三項に規定する特定事業者をいい、その委託を受

けて、当該認定に係る分別基準適合物（容器包装再商品化法第二条第六項に規定す

る分別基準適合物をいう。チにおいて同じ。）の再商品化（同条第八項に規定する再商

品化をいう。チにおいて同じ。）に必要な行為（一般廃棄物（廃棄物処理法第二条第二項

に規定する一般廃棄物をいう。以下同じ。）の再生に該当するものに限る。チにおいて同

じ。）を業として実施する者を含む。） 

チ 容器包装再商品化法第二十一条第一項に規定する指定法人（その委託を受けて、分

別基準適合物の再商品化に必要な行為を業として実施する者を含む。） 

リ 特定家庭用機器再商品化法（平成十年法律第九十七号）第二十三条第一項の認定を

受けた製造業者等（同法第四条に規定する製造業者等をいい、その委託を受けて、当

該認定に係る特定家庭用機器廃棄物（同法第二条第五項に規定する特定家庭用機器

廃棄物をいう。ヌにおいて同じ。）の再商品化等（同条第三項に規定する再商品化等をい

う。ヌにおいて同じ。）に必要な行為（一般廃棄物又は産業廃棄物（廃棄物処理法第二

条第四項に規定する産業廃棄物をいう。以下同じ。）の処分に該当するものに限る。ヨを

除き、以下同じ。）を業として実施する者を含む。） 
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ヌ 特定家庭用機器再商品化法第三十二条に規定する指定法人（その委託を受けて、特

定家庭用機器廃棄物の再商品化等に必要な行為を業として実施する者を含む。） 

ル 使用済小型電子機器等の再資源化の促進に関する法律（平成二十四年法律第五十

七号）第十条第三項の認定を受けた者（その委託を受けて、当該認定に係る使用済小

型電子機器等（同法第二条第二項に規定する使用済小型電子機器等をいう。）の再資

源化（同条第三項に規定する再資源化をいう。）に必要な行為を業として実施する者を

含む。） 

ヲ プラスチックに係る資源循環の促進等に関する法律（令和三年法律第六十号。以下「プ

ラスチック資源循環促進法」という。）第三十二条の規定により市町村の委託を受けて分

別収集物（プラスチック資源循環促進法第二条第七項に規定する分別収集物をいう。以

下このヲにおいて同じ。）の再商品化（同条第八項に規定する再商品化をいう。以下この

ヲにおいて同じ。）に必要な行為を実施する指定法人（容器包装再商品化法第二十一条

第一項に規定する指定法人をいう。）の委託を受けて、分別収集物の再商品化に必要な

行為を業として実施する者 

ワ プラスチック資源循環促進法第三十四条第四項第一号に規定する再商品化実施者 

カ プラスチック資源循環促進法第三十九条第三項の認定を受けた者（その委託を受け

て、当該認定に係る使用済プラスチック使用製品（プラスチック資源循環促進法第二条

第二項に規定する使用済プラスチック使用製品をいう。）の再資源化（同条第五項に規

定する再資源化をいう。ヨにおいて同じ。）に必要な行為を業として実施する者を含む。） 

ヨ プラスチック資源循環促進法第四十八条第三項の認定を受けた者（その委託を受け

て、当該認定に係るプラスチック使用製品産業廃棄物等（プラスチック資源循環促進法

第ニ条第九項に規定するプラスチック使用製品産業廃棄物等をいう。）の再資源化に必

要な行為（産業廃棄物の処分に該当するものに限る。）を業として実施する者を含む。） 

タ 資源循環の促進のための再資源化事業等の高度化に関する法律（令和六年法律第四

十一号。以下「再資源化事業等高度化法」という。）第十一条第一項の認定を受けた者

（その委託を受けて、当該認定に係る再資源化（再資源化事業等高度化法第二条第一

項に規定する再資源化をいう。）に必要な行為を実施する者を含む。） 

レ 再資源化事業等高度化法第十六条第一項の認定を受けた者 

 

○ 資源循環分野に係る育成就労実施者は、以下の１及び２のいずれにも該当するこ

とが必要です。 

１．資源循環分野に係る分野別協議会による優良機関認証を受けること 

２．以下の①～㉖のいずれかに該当すること（なお、いずれも、廃棄物処分（中間処

理）に関する業務を行っていることが必要です。） 

 

① 廃棄物の処理及び清掃に関する法律（以下「廃棄物処理法」という。）に規定
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する一般廃棄物処分業者 

② 廃棄物処理法に規定する再生利用認定業者 

③ 廃棄物処理法に規定する広域的処理認定業者 

④ 広域的処理認定業者の委託を受けて廃棄物の処分を行う者 

⑤ 廃棄物処理法に規定する無害化処理認定業者 

⑥ 廃棄物処理法に規定する産業廃棄物処分業者 

⑦ 廃棄物処理法に規定する特別管理産業廃棄物処分業者 

⑧ 容器包装に係る分別収集及び再商品化の促進等に関する法律（以下「容器

包装再商品化法」という。）に規定する認定特定事業者 

⑨ 容器包装再商品化法に規定する認定特定事業者の委託を受けて分別基準

適合物の再商品化に必要な行為を実施する者 

⑩ 容器包装再商品化法に規定する指定法人 

⑪ 容器包装再商品化法に規定する指定法人の委託を受けて分別基準適合物

の再商品化に必要な行為を実施する者 

⑫ 特定家庭用機器再商品化法に規定する製造業者等 

⑬ 特定家庭用機器再商品化法に規定する製造業者等の委託を受けて特定家

庭用機器廃棄物の再商品化等に必要な行為を実施する者 

⑭ 特定家庭用機器再商品化法に規定する指定法人 

⑮ 特定家庭用機器再商品化法に規定する指定法人の委託を受けて特定家庭

用機器廃棄物の再商品化等に必要な行為を実施する者 

⑯ 使用済小型電子機器等の再資源化の促進に関する法律（以下「使用済小

型電子機器等再資源化法」という。）に規定する認定事業者 

⑰ 使用済小型電子機器等再資源化法に規定する認定事業者の委託を受けて

使用済小型電子機器等の再資源化に必要な行為を実施する者 

⑱ プラスチックに係る資源循環の促進等に関する法律（以下「プラスチック資源

循環促進法」という。）に規定する指定法人の委託を受けて分別収集物の再商

品化に必要な行為を実施する者 

⑲ プラスチック資源循環促進法に規定する認定再商品化計画に記載された再

商品化実施者 

⑳ プラスチック資源循環促進法に規定する認定自主回収・再資源化事業者 

㉑ プラスチック資源循環促進法に規定する認定自主回収・再資源化事業者の

委託を受けて、使用済プラスチック使用製品の再資源化に必要な行為を実施

する者 

㉒ プラスチック資源循環促進法に規定する認定再資源化事業者 

㉓ プラスチック資源循環促進法に規定する認定再資源化事業者の委託を受け

てプラスチック使用製品産業廃棄物等の再資源化に必要な行為を実施する
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者 

㉔ 資源循環の促進のための再資源化事業等の高度化に関する法律（以下「再

資源化事業等高度化法」という。）に規定する認定高度再資源化事業者 

㉕ 再資源化事業等高度化法に規定する認定高度再資源化事業者の委託を

受けて再資源化に必要な行為を実施する者 

㉖ 再資源化事業等高度化法に規定する認定高度分離・回収事業者 

 

○ 資源循環分野では、分野別協議会が、育成就労外国人受入れのため、分野別

協議会への加入を希望する機関に対して、書面又は実地による確認（優良機関認

証）を実施します。この確認は育成就労外国人の受入れ前及び受入れ後も定期的

に行い、優良機関として認証されなかった場合は、上記１に該当しないこととなり、基

準に適合しないこととなります。 

この確認では、当該機関の労働安全衛生に関する取組状況が一定の要件（安全

衛生委員会・安全協議会等の体制を設け活動をしていること、リスクアセスメントを

実施していること等）を満たしているかなどを確認しますが、具体的な確認事項につ

いては分野別協議会において設定します。詳細は、「資源循環分野 外国人材受

入れ支援サイト」のホームページを参照してください。 

（URL： https://www.s-frc.jp/） 

 

○ 資源循環分野において継続して育成就労外国人を受け入れる場合は、業許可等

の更新などにより上記２に該当し続けることが必要であり、該当しなくなった場合は、

基準に適合しないこととなります。 

 

【確認対象の書類】 

・ 分野別協議会の構成員であることの証明書（以下「資源循環分野特定技能・育成就労協

議会構成員資格証明書」という。） 

 

（２）育成就労を行わせる体制の基準に関するもの 

告示 

（育成就労を行わせる体制の基準） 

第２条 資源循環分野に係る規則第十五条第一項第十三号の告示で定める基準は、申請者が

次のいずれにも該当することとする。 

一 資源循環分野に係る分野別協議会において協議が調った事項に関する措置を講ずること

としていること。 

二 資源循環分野に係る分野別協議会に対し、必要な協力を行うこととしていること。 

三 資源循環分野における育成就労外国人の受入れに関し、環境大臣又はその委託を受け
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た者が行う調査、指導、情報の収集、意見の聴取その他業務に対して必要な協力を行うこ

ととしていること。 

 

○ 育成就労実施者は、資源循環分野の育成就労外国人を受け入れる場合には、

育成就労外国人に係る育成就労計画の認定申請の前に、分野別協議会に加入し

ていることが必要です。 

 

○ 分野別協議会では、育成就労の適正な実施及び育成就労外国人の保護を図る

ため、資源循環分野に特有の事情に鑑み、固有の措置の設定について協議を行い

ます。育成就労実施者は、分野別協議会において協議が調った事項に関する措置

を適切に講じることが必要です。 

 

○ 育成就労実施者は、資源循環分野における育成就労外国人の受入れに関し、環

境大臣又は分野別協議会を含むその委託を受けた者が行う調査、指導、情報の収

集、意見の聴取、その他業務に対して必要な協力を行う必要があります。 

 

○ 育成就労実施者が、分野別協議会において協議が調った事項に関する措置を講

じない場合や、分野別協議会等に対し必要な協力を行わない場合には、基準に適

合しないこととなります。 

 

○ 分野別協議会に関する問合せ先については、資源循環分野 外国人材受入れ

支援サイトを参照してください。 

 （URL：https://www.s-frc.jp/） 

 

【確認対象の書類】 

・ 資源循環分野特定技能・育成就労協議会構成員資格証明書 

  



資源循環分野 

22 

 

第４ 育成・キャリア形成プログラム 

 

分野別運用方針（抜粋） 

第一 特定技能制度及び育成就労制度に共通する事項 

４ その他特定技能制度及び育成就労制度に係る制度の運用に共通する重要事項 

（１）特定技能外国人及び育成就労外国人のキャリア形成等に関する事項 

環境省は、関係業界等と協働して、育成就労及び特定技能１号に係る必要な技能・知識

等を内容とする資源循環分野における「育成・キャリア形成プログラム（以下「育成プログラ

ム」という。）」を策定する。 

資源循環分野における育成プログラムは、次の事項を含む特定技能制度及び育成就労

制度を通貫したものとすることを基本とし、特定技能外国人又は育成就労外国人が、自身

のキャリアを俯瞰し、技能等の向上・育成を予見できるものとするとともに、関係業界、特定

技能所属機関、育成就労実施者等において、受け入れる外国人への計画的かつ的確な

育成・評価等を行うための指針とする。 

① 特定技能外国人又は育成就労外国人が目指すレベル（求められる役割・作業） 

② 修得する専門技能 

③ キャリアアップに向けた経験（現場管理等） 

 

○ 資源循環分野における育成・キャリア形成プログラムは、次の事項を含む特定技能

制度及び育成就労制度を通貫したものとすることを基本とし、育成就労外国人が、自

身のキャリアを俯瞰し、技能等の向上・育成を予見できるものとするとともに、関係業界

及び育成就労実施者等において、育成就労外国人への計画的かつ的確な育成・評

価等を行うための指針です。 

① 特定技能外国人又は育成就労外国人が目指すレベル（求められる役割・作業） 

② 修得する専門技能 

③ キャリアアップに向けた経験（現場管理等） 

 

○ 資源循環分野における育成・キャリア形成プログラムは、環境省及び資源循環分野

外国人材受入れ支援サイトのホームページに掲載されます。 
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第５ 技能実習の目標となる試験と育成就労の目標となる試験の関係 

 

○ 資源循環分野において、技能実習の目標となる試験と同一又は相当する育成就労

産業分野に係る分野別運用方針に定められた試験はありません。 

 



育成就労の対象となった期
間の合計が１年に達するまで

本人意向の転籍時 育成就労の終了日まで
技能を修得しようとする業務

に従事するまで
育成就労の対象となった期
間の合計が１年に達するまで

本人意向の転籍時 育成就労の終了日まで

廃棄物処分業（中間処理）
（家庭からの排出及び事業活
動に伴って排出される廃棄物
の中間処理（廃棄物の減量
化、減容化、安定化及び安
全化）を行う業務）

資源循環分野育成就労評価
試験（初級）

別表

業務区分（従事する業務）

資源循環分野育成就労評価
試験（初級）

資源循環分野特定技能１号
評価試験

廃棄物処分業（中間処理）

技能水準 日本語能力水準

主たる技能

国際交流基金日本語基礎テ
スト（ＪＦＴ-Ｂａｓｉｃ）Ａ１相当以
上若しくは日本語能力試験
（ＪＬＰＴ）Ｎ５以上
又は認定日本語教育機関
（日本語教育の適正かつ確
実な実施を図るための日本
語教育機関の認定等に関す
る法律（令和５年法律第 41
号）第３条第１項の「認定日
本語教育機関」をいう。）等に
おける当該水準に相当する
日本語講習の受講

・国際交流基金日本語基礎
テスト（ＪＦＴ-Ｂａｓｉｃ）Ａ１相当
以上
・日本語能力試験（ＪＬＰＴ）Ｎ
５以上

・国際交流基金日本語基礎
テスト（ＪＦＴ-Ｂａｓｉｃ）Ａ２．１
相当以上
・日本語能力試験（ＪＬＰＴ）Ｎ
４以上

・国際交流基金日本語基礎
テスト（ＪＦＴ-Ｂａｓｉｃ）Ａ２．２
相当以上
・日本語能力試験（ＪＬＰＴ）Ｎ
４以上



　

(1)受入業務(指導者の指示による) (1)受入業務

①廃棄物の受入可否の判定（目視、展開） ①廃棄物の受入可否の判定（目視、展開）

②計量作業 ②計量作業

③マニフェストの確認(指導者の指示による)

(2)選別業務(指導者の指示による) (2)選別業務

①廃棄物の荷降ろし ①廃棄物の荷降ろし

②再生利用物の回収・異物除去のための選別 ②再生利用物の回収・異物除去のための選別

③廃棄物処分設備への投入前処理、確認 ③適切な場所に一時保管(指導者の指示による)

④許可に不適合物の対応(指導者の指示による)

⑤廃棄物処分設備への投入前処理、確認

(3)処分業務(指導者の指示による) (3)処分業務

①廃棄物処分設備への投入 ①廃棄物処分設備への投入

②処分中の廃棄物及び設備の状況確認、異常の検知 ②処分中の廃棄物及び設備の状況確認、異常の検知

③処分工程後、一時保管 ③処分工程後、一時保管

＊使用する素材、材料等記載の⑴～⑺の組合せ ④処分中異常時の突発対応(指導者の指示による)

＊使用する素材、材料等記載の⑴～⑺の組合せ

(4)搬出業務(指導者の指示による) (4)搬出業務

①廃棄物の積み込み ①廃棄物の積み込み

②廃棄物の確認 ②廃棄物の確認

③計量作業 ③計量作業

(5)設備保全業務(指導者の指示による) (5)設備保全業務

①機械の構造理解、日常点検、清掃 ①機械の構造理解、日常点検、清掃

②機械の異常の発見・報告(指導者の指示による)

①新規雇用時の安全衛生学習

②作業開始前の安全確認作業

③作業場内の整理・整頓・清掃作業

④保護具着用学習

⑤作業者間の安全確認作業

⑥廃棄物の有害性・危険性等の学習

⑦事故緊急事態への対応訓練

⑧有資格業務の学習

①受入・保管・搬出等に伴う場内移動業務

②重機・フォークリフト等の運転

車両系建設機械の運転(特別教育又は技能講習が必要)

フォークリフトの運転(特別教育又は技能講習が必要)

床上操作式クレーンの運転(特別教育又は技能講習が必要)

③施設における作業の(高所作業､タンク内等作業等)安全確認作業(特別教育が必要)

④ダイオキシン類ばく露防止対策に関する安全確認作業(特別教育が必要)

⑤機械・電気設備の定期整備作業(点検・清掃、消耗部品交換、修繕)

⑥各種処理設備の操作及び処理後の作業

⑦環境測定（粉じん、騒音・振動、臭気、大気､水質、照度　他）

⑧事務業務(マニフェスト保管)

⑨安全衛生業務(上記の例示①～⑧の業務を行う場合に必ず実施する業務)

【別紙】

１年目 ２年目、３年目

その他従事す
る業務の例

安全衛生業務

育成就労計画審査基準
資源循環分野 （廃棄物処分業（中間処理）業務区分）／ 主たる技能：廃棄物処分業（中間処理）

技能の定義
家庭からの排出及び事業活動に伴って排出される廃棄物を業の許可を得て中間処理(廃棄物の減量化､減容化､安定化､安全化)す
る業務を行うための技能をいう｡

必須業務



【別紙】
育成就労計画審査基準

資源循環分野 （廃棄物処分業（中間処理）業務区分）／ 主たる技能：廃棄物処分業（中間処理）

(1)破砕・選別する廃棄物 (8)助燃剤　Ａ重油等

(2)焼却する廃棄物 (9)燃料油、エンジンオイル、機械潤滑油

(3)中和処理する廃棄物 (10)薬剤　　消石灰　活性炭　重金属固定剤　塩酸　苛性ソーダ等

(4)圧縮する廃棄物 (11)保全　　潤滑油　作動油　パッキン　塗料　保温材　他

(5)脱水する廃棄物

(6)溶融する廃棄物

(7)その他の中間処理する廃棄物

(1)機械等

①トラックスケール ⑮バグフィルタ

②破砕機 ⑯廃熱ボイラ

③手選別ライン ⑰蒸気タービン発電機

④サイクロン ⑱誘引通風機

⑤集塵機 ⑲排ガス分析装置

⑥磁選機 ⑳調湿装置

⑦風力選別機 ㉑灰処理設備(磁選機等)

⑧梱包機 ㉒中和反応槽

⑨供給装置(クレーン､油圧供給装置) ㉓攪拌機

⑩送風機 ㉔薬剤タンク

⑪助燃装置 ㉕薬剤ポンプ

⑫焼却炉 ㉖光学選別機

⑬ガス冷却室 ㉗成形機

⑭有害ガス除去装置 ㉘消火設備

㉙切断機

(2)器具類

①安全帽(ヘルメット) ⑪エアーランマー

②安全靴 ⑫高速カッター

③安全帯 ⑬電気ドリル

④防塵、防毒マスク ⑭テスター

⑤保護手袋 ⑮グリスガン

⑥保護メガネ ⑯電動インパクト

⑦防護服 ⑰可動式ポンプ

⑧溶接機

⑨グラインダー

⑩ハンマー、スパナ、モンキー､トルクレンチ､ドライバー､六角レンチ､パイプレンチ､ラチェットレンチ等の工具等

(3)計測器

①圧力計 ⑧流量計

②温度計 ⑨照度測定器

③レベル計 ⑩ｐＨ計

④排ガス濃度計 ⑪聴診棒

⑤騒音、振動測定器 ⑫クランプメータ(電流値計)

⑥粉じん測定器 ⑬肉厚測定計

⑦臭気測定器 ⑭酸素濃度計

(1)廃棄物処理法を遵守した破砕・選別作業の結果そのもの

(2)さらに再生品原料等を作る作業等を含む場合は、再生品原料、再生品(固形燃料等)

(3)廃棄物処理法を遵守した焼却作業の結果そのもの

(4)中和作業の結果そのもの

(5)圧縮作業の結果そのもの

(6)脱水作業の結果そのもの

(7)溶融作業の結果そのもの

(8)その他の中間処理方法による作業の結果そのもの

(9)中間処理後物、副産物（燃え殻、ばいじん、汚泥他）

使用する素
材、材料等

（該当するも
のを選択する

こと。）

使用する機
械、器具等

（該当するも
のを選択する

こと。）

製品等の例
（該当するも
のを選択する

こと。）
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